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（イ）今後の地方債事業の実施による影響 

老朽化した公共施設の対応などによる地方債事業の実施について、平成２

７年８月に行った各部への調査によると、平成２９年度から平成３３年度ま

での５年間で、約４６４億円の事業費を見込んでおります。事業費の財源と

して、地方債で約２３７億円、一般財源で約８５億円と見込んでおります。 
 

平成２９年度から平成３３年度までの地方債事業費の見込み額 
 

 平成 29 年度～平成 33 年度 平 均 

事 業 費 463.5 億円 92.7 億円 

地 方 債  236.9 億円 47.4 億円 

一 般 財 源  84.7 億円 16.9 億円 

  

分野別の事業費 
 

 平成 29 年度～平成 33 年度 平 均 

道 路 ・ 河 川 ・ 公 園 111.9 億円 22.4 億円 

住 宅 94.6 億円 18.9 億円 

清 掃 38.9 億円 7.8 億円 

消 防 15.8 億円 3.1 億円 

教 育 171.9 億円 34.4 億円 

そ の 他 30.4 億円 6.1 億円 

計 463.5 億円 92.7 億円 
   

地方債事業実施による影響試算 
 

 平成 37 年度 平成 42 年度 平成 47 年度 

地方債残高の見込み① 
※直近の地方債推移ベース 

391 億円 351 億円 324 億円 

地方債残高の見込み② 
※今後想定地方債推移ベース 

498 億円 427 億円 361 億円 

※ 残 高 増 見 込 み （ ② - ① ） 107 億円 76 億円 37 億円 

地方債償還の見込み① 
※直近の地方債推移ベース 

43 億円 42 億円 36 億円 

地方債償還の見込み② 
※今後想定地方債推移ベース 

48 億円 49 億円 46 億円 

※ 償 還 増 見 込 み （ ② - ① ） 5 億円 7 億円 10 億円 

※ 影響試算は、①直近の地方債事業（年３０億円推移）と②今後想定する地方債事業（年平均４７．４

億円推移）でそれぞれ将来の見込みを推計し、その差額を増見込みとして表記しています。なお、地

方債残高及び償還の見込み額は、臨時財政対策債分を除いています。 
 

 〔参考：平成２５年度から平成２７年度までの地方債事業費（当初予算ベース）〕 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

事 業 費 53 億円 50 億円 95 億円 

地 方 債  36 億円 31 億円 62 億円 

一 般 財 源 等 3 億円 8 億円 16 億円 

 ※ 退職手当債・臨時財政対策債分は除いています。 
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６ 財 政 収 支 の 見 通 し 

 

（単位：百万円） 

区 分 
平成 28 年度 

（見込み） 

平成 29 年度 

（見込み） 

平成 30 年度 

（見込み） 

経 常 収 入 62,057 62,289 62,335 

 市 税 ・ 交 付 金 等  58,865 59,154 59,196 

 そ の 他 3,192 3,135 3,139 

経 常 支 出 58,131 58,379 58,682 

 扶助費・公債費・人件費 41,649 41,640 41,796 

 繰 出 金 7,069 7,226 7,373 

 そ の 他 9,413 9,513 9,513 

経 常 収 支 3,926 3,910 3,653 

 

主 要 事 業 ＊ ＊ ＊ 

 恒 常 事 業 ＊ ＊ ＊ 

 政 策 事 業 ＊ ＊ ＊ 

※主要事業は一般財源表示 

収支（経常収支-主要事業） ＊ ＊ ＊ 

上記収支不足に対する財源対策 

財 源 対 策 ＊ ＊ ＊ 

 前 年 度 繰 越 金  ＊ ＊ ＊ 

 
基 金 繰 入 金 ＊ ＊ ＊ 

そ の 他 ＊ ＊ ＊ 

※ 経常収支は１０月末段階の推計値であり、主要事業費は精査中のため「＊」表記と

しています。予算額が確定した後に修正します。 

 


